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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第33期

第３四半期
連結累計期間

第33期

第３四半期
連結会計期間

第32期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

売上高 （百万円） 10,843　 3,883　 14,837　

経常利益 （百万円） 293　 198　 1,325　

四半期（当期）純利益 （百万円） 96　 98　 1,090　

純資産額 （百万円） －　 9,797　 9,692　

総資産額 （百万円） －　 26,297　 26,284　

１株当たり純資産額 （円） －　 1,856.64　 1,873.64　

１株当たり四半期（当
期）純利益

（円） 18.76　 19.14　 243.19　

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） 17.74　 18.90　 217.99　

自己資本比率 （％） －　 36.6　 36.5　

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 801　 －　 2,437　

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,626　 －　 △1,237　

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △54　 －　 569　

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（百万円） －　 2,770　 3,641　

従業員数 （名） －　 744　 690　

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、新たに関係会社となった会社

名称 住所

資本金

又は出資金

(百万円)

主要な事業の内容

議決権の所有

又は被所有割合

(％)

関係内容

（連結子会社） (注)２

　環境保全株式会社 青森県平川市 10
環境ソリューション

事業
100.0　役員の兼任　３名

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２ 本四半期報告書提出日現在では、役員の兼任は２名となっております。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 744

(注)　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を

含む就業人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 565

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　この他に連結子会社泰武興運(株)より57名が現場作業員として派遣されています。

　

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

 3/35



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当社及び連結子会社の生産実績の内容は、販売実績とほぼ一致しているため、「(3)販売実績」を参照

下さい。また、当社グループにおける生産実績とは、廃棄物の処理実績を意味致します。

　
　

(2)　受注実績

当社及び連結子会社は、受注と役務の提供がほぼ同時であるため、受注残高管理は行っておりません。

　

(3)　販売実績

当社グループは、環境ソリューション事業という単一事業を営んでおり、事業の種類別セグメント情報

はありません。

当第３四半期連結会計期間における販売実績を業務区分ごとに示すと、次のとおりであります。

　

業務区分の名称 　販売高(百万円)

廃棄物処分業務 2,762

収集運搬業務 891

その他の業務 228

合計 3,883

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売額に対する割合が10％以上の主要な販売先が無いため、相手方別の記載を省略しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期におけるわが国経済は、米国におけるサブプライムローン問題を発端とした金融危機が、

個人消費の低迷・企業収益の減少・設備投資の減速・原油価格の急落・急速な株安・円高の進行等、世

界規模で実体経済に悪影響を及ぼしはじめたため、大変厳しい情勢となりました。

この間、当社グループの主要顧客である建設業界は、平成19年６月の建築基準法改正、第２四半期累計

期間における原油価格高騰に伴う建設資材等の価格上昇、マンション販売不振や資金繰り悪化に伴う不

動産業界の低迷、また、秋以降回復の兆しをみせつつあった国内建築着工戸数が再び鈍化傾向にあること

から、なお厳しい経営環境が続いております。

しかしながら、以下の（売上高）にありますように、当社グループにつきましては、第２四半期連結会

計期間と比べ受注動向に改善傾向がみられ、回復の兆しが見えてまいりました。

　当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、以下のとおりであります。

（売上高）
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当第３四半期連結会計期間においては、主要顧客である建設業界はオフィスビル及びマンションの新

築・解体の建設現場の減少している影響を引き続き受けてはおりますが、季節的変動要因等もあいまっ

て第２四半期累計期間と比べ受注動向に大幅な改善傾向がみられ、回復の兆しが見えてまいりました。ま

た、戸建住宅メーカー向けの建設廃棄物処理につきましても、営業強化が奏功し、売上高に貢献いたしま

した。この結果、売上高は3,883百万円となりました。

（売上原価、売上総利益）

当第３四半期連結会計期間においては、原油価格急落による燃料費の減少があったものの、鉄スクラッ

プ市況が想定以上に下落し、再資源化品売却額(有価物売却)が減少(原価の増加)したため、売上原価は

2,949百万円となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における売上総利益は933百万円となりました。

（販売費及び一般管理費、営業利益）

当第３四半期連結会計期間においては、新本社ビルの賃料や新たに環境保全株式会社を連結子会社と

したことにより、のれんの償却額等が増加したため販売費及び一般管理費は640百万円となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における営業利益は292百万円となりました。

（営業外損益、経常利益）

営業外収益は、債務取崩益等により9百万円となりました。

営業外費用は、主として支払利息等により103百万円となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における経常利益は198百万円となりました。

（特別損益、税金等調整前四半期純利益）

特別利益は、固定資産売却益を計上したことにより24百万円となりました。

特別損失は、リース解約損等により14百万円となりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における税金等調整前四半期純利益は208百万円となりました。

（法人税等）

当第３四半期連結会計期間における法人税等は109百万円となりました。

（四半期純利益）

以上の結果、当第３四半期連結会計期間における四半期純利益は98百万円となりました。

　

　

　

(2)　財政状態の分析

（総資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は26,297百万円（前連結会計年度末比0.0％増）となり、

前連結会計年度末に比べ12百万円増加しました。流動資産は7,039百万円となり、前連結会計年度末に比

べ1,274百万円減少しました。主として、現金及び預金の減少1,054百万円、受取手形及び売掛金の減少332

百万円等によるものです。固定資産は19,019百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,142百万円増加い

たしました。主として、のれんの増加816百万円等であります。

負債合計は16,500百万円となり、前連結会計年度末に比べ91百万円減少いたしました。流動負債は

6,916百万円となり、前連結会計年度末に比べ728百万円増加いたしました。主として、１年内償還予定の

社債の増加1,150百万円、未払法人税等の減少338百万円等であります。固定負債は9,583百万円となり、前

連結会計年度末に比べ819百万円減少いたしました。主として、社債の減少1,280百万円、長期借入金の増

加497百万円等であります。

（純資産）
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当第３四半期連結会計期間末における純資産は9,797百万円（前連結会計年度末比1.1％増）となり、

前連結会計年度末に比べ104百万円増加いたしました。主な要因は、新株予約権の行使による資本金等の

増加40百万円、少数株主持分の増加85百万円等であります。

（自己資本比率）

当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は36.6％（前連結会計年度末比0.1％増）となり

ました。

（１株当たり純資産額）

当第３四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は1,856円64銭（前連結会計年度末比17円

00銭の減少）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は第２四半期連結会

期間末に比べ292百万円増加し、2,770百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により資金は193百万円増加しました。これは主として減価償却費279百万円や支払利息85百

万円等の収入があったものの、法人税等の支払額313百万円や利息の支払額50百万円等の支払いがあった

ためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により資金は299百万円減少しました。これは主として定期預金の払戻による収入256百万円

等がありましたが、有形固定資産の取得による支出382百万円、子会社株式の取得による支出191百万円等

があったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により資金は398百万円増加しました。これは主として長期借入金の返済による支出329百万

円等がありましたが、長期借入れによる収入731百万円等があったためであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取巻く事業環境は、わが国経済における、住宅投資の長期低迷、設備投資の減少、個人消

費の停滞等により、かつてない厳しい状況が継続すると思われます。

当社グループの属する建設系廃棄物業界につきましても、大きな市場拡大が見込めない状況にありま

す。

このような事業環境に対応すべく当社グループといたしましては、従来の廃棄物処理という枠組みか

ら一歩踏み出し、再生素材化や新エネルギー資源化という「廃棄物の再資源化」へ力点を移す事業展開

を図り、引き続き成長力強化に注力してまいります。
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具体的には、「廃棄物の再資源化の推進」「法規制強化を先取りした対応の推進」「“付加価値”を

提供する営業力の強化」「新規事業の推進及びリサイクル技術の向上」「内部統制システムの充実」を

重点的な強化項目として「社会的貢献」と「収益力の向上」の両立を、これまで以上に進めてまいりま

す。

かかる問題認識のもと、当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の

経営方針を立案し、企業価値を最大限に高めるべく努力しております。

　

(7)　経営者の問題認識と今後の方針について

廃棄物のリサイクルの促進は、今や国家的な課題となっております。他方で年間10万tを超える大規模

不法投棄事件の発生（平成19年度に発覚した不法投棄　10.2万ｔ）が、近年続いており、深刻な社会問題

としてクローズアップされております。

そのような社会背景に対応するため、当社グループは「資源循環型社会への貢献を目指す」ことを経

営理念として、お客様本位の施設整備、処理サービスメニューの拡充によって、顧客や株主、取引先をはじ

めとした関係者の皆様との信頼関係を確立してまいります。

また、人と環境との豊かな共生のために、限りなき再資源化への挑戦を進め、「資源循環型社会」なら

びに「低炭素社会」の創造に貢献することで安心できる社会の実現に努めてまいります。

　

　

EDINET提出書類

株式会社タケエイ(E05685)

四半期報告書

 7/35



第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

①提出会社

該当事項はありません。

　

②国内子会社

当第３四半期連結会計期間において、環境保全株式会社を子会社化したことにより、同社の以下の本

社及び分析装置が新たに当社グループの設備となりました。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額
(百万円) 従業員数

（名）
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地 その他 合計

環境保全㈱

本社

（青森県平川

市）

環境ソリューショ

ン事業

本社及び

分析装置
147 53 34 13 248 34

(注) １　帳簿価額のその他は器具及び備品であります。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末に計画していた設備計画を以下のとおり変更いたしました。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

提出会社

大木戸最終処分場

（千葉県千葉市緑

区）

環境ソリュー

ション事業

安定型

最終処分

場

546
(注) 1

128 自己資金
平成22年
1月
(注) 1

平成23年
2月
(注) 1

埋立容量
171,000㎥

㈱リサイ

クル・ピ

ア

東京エコタウン第

二工場(仮称)

（東京都大田区）

環境ソリュー

ション事業

中間処理

工場
660 445

増資資金及び
借入金

平成19年
9月

平成22年
3月
(注) 2

(注) 3

(注) １　大木戸最終処分場は第２回目の拡大計画であり、該当部分の諸経費見直しにより投資額を377百万円増額し、着

手及び完了予定年月をそれぞれ平成20年10月から平成22年１月、平成22年10月から平成23年２月に変更いた

しました。

２　東京都の都市計画変更の影響により完了予定年月を平成21年10月から平成22年３月に変更いたしました。

３　「廃タイルカーペットの処理及び再資源化事業」の為の工場(375t/月)の建設であります。なお、既支払額445

百万円には土地の取得費用440百万円を含んでおります。

４　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,880,000

計 14,880,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 5,179,200 5,179,200
東京証券取引所
  (マザーズ)

単元株式数は100株で
あります。

計 5,179,200 5,179,200 － －

(注)  提出日現在発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

平成13年改正商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、以下のとおりであります。

①第１回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成16年８月６日）

第３四半期会計期間末現在

(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 314

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 125,600（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　　488（注）２

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日から
平成26年８月５日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　488
資本組入額　　244

新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、権利行使時において、当社及び当
社子会社の取締役または従業員のいずれかの地位を保
有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結して
いる場合に限り、新株予約権を行使することができる。
ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると
認めた場合はこの限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は
新株予約権を行使することができる。

（3）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議
に基づき、「新株予約権割当契約書」に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整す

るものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、ならび

に、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と

認める株式の数の調整を行います。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　

　　また、時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権行使の場合は除く）

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行株式数

　
　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

３　平成19年８月10日開催の取締役会決議に基づき、平成19年10月１日付をもって、株式１株を２株に分割してお

ります。これに伴い、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

４　「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由による権利喪失者の新株予約

権の数を減じております。

５　新株予約権の譲渡に関する事項は以下のとおりであります。

　　新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記「新株予約権割当契約書」に

基づき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。

　

　

②第２回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成18年１月30日）

第３四半期会計期間末現在

(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,060

新株予約権のうち自己新株予約権の数 30

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 424,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　１株当たり　1,375(注)２

新株予約権の行使期間
平成20年２月16日から
平成28年２月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1,375
資本組入額　　688

新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、権利行使時において、当社及び当
社子会社の取締役、監査役及び従業員のいずれかの地位
を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結
している場合に限り、新株予約権を行使することができ
る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があ
ると認めた場合はこの限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は
新株予約権を行使することができる。

（3）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議
に基づき、「新株予約権割当契約書」に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整す

るものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、ならび

に、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と

認める株式の数の調整を行います。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　

　　また、時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権行使の場合は除く）

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行株式数
　

　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

３　平成19年８月10日開催の取締役会決議に基づき、平成19年10月１日付をもって、株式１株を２株に分割してお

ります。これに伴い、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

４　「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由による権利喪失者の新株予約

権の数を減じております。

５　新株予約権の譲渡に関する事項は以下のとおりであります。

　　新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。なお、上記「新株予約権割当契約書」に

基づき、新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の一切の処分をすることができないものとする。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成20年10月１日～

平成20年12月31日

（注）

14,8005,179,200 ３ 3,278 ３ 3,221

（注）　新株予約権の行使による増加であります。

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から、平成20年11月10日付及び平成20年12月

22日付で大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主

名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住　所 報告義務発生日
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 平成20年10月31日 326 6.32

同　上 同　上 平成20年12月15日 399 7.74
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができ

ませんので、直近の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

①　【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
　普通株式 200

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,163,600 51,636－

単元未満株式 普通株式 600 － －

発行済株式総数 5,164,400 － －

総株主の議決権 － 51,636－

　

②　【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
割合(％)

（自己保有株式）

株式会社タケエイ
東京都港区芝公園
二丁目４番１号

200 － 200 0.0

計 － 200 － 200 0.0
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 4,1004,4004,0403,5402,2201,9591,584 969 972

最低(円) 3,4903,6403,3502,1701,4701,500 610 844 780

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ市場）における株価を記載しております。

　

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条第

１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

 

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,488 4,543

受取手形及び売掛金 ※４, ※５
 2,628

※４, ※５
 2,960

たな卸資産 ※２
 239

※２
 211

繰延税金資産 140 259

未収入金 346 209

その他 218 200

貸倒引当金 △22 △71

流動資産合計 7,039 8,314

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,946 5,910

機械装置及び運搬具（純額） 3,033 3,224

最終処分場（純額） 27 81

土地 6,638 6,714

その他（純額） 1,599 1,011

有形固定資産合計 ※１
 17,245

※１
 16,943

無形固定資産

のれん 989 173

その他 82 94

無形固定資産合計 1,072 267

投資その他の資産

投資有価証券 66 31

繰延税金資産 115 99

その他 646 655

貸倒引当金 △126 △119

投資その他の資産合計 701 666

固定資産合計 19,019 17,877

繰延資産 237 92

資産合計 26,297 26,284
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 492 502

短期借入金 900 699

1年内償還予定の社債 1,350 200

1年内返済予定の長期借入金 2,981 2,896

未払法人税等 65 404

その他 1,126 1,485

流動負債合計 6,916 6,188

固定負債

社債 160 1,440

長期借入金 8,232 7,734

繰延税金負債 280 303

退職給付引当金 168 109

処分場閉鎖引当金 89 87

その他 652 728

固定負債合計 9,583 10,403

負債合計 16,500 16,591

純資産の部

株主資本

資本金 3,278 3,258

資本剰余金 3,441 3,421

利益剰余金 2,898 2,918

自己株式 △0 △0

株主資本合計 9,617 9,597

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1 △0

評価・換算差額等合計 △1 △0

少数株主持分 181 95

純資産合計 9,797 9,692

負債純資産合計 26,297 26,284
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 10,843

売上原価 8,352

売上総利益 2,491

販売費及び一般管理費 ※１
 1,889

営業利益 602

営業外収益

受取利息 5

債務取崩益 8

その他 17

営業外収益合計 31

営業外費用

支払利息 280

持分法による投資損失 0

その他 59

営業外費用合計 340

経常利益 293

特別利益

固定資産売却益 55

貸倒引当金戻入額 39

保険解約返戻金 43

特別利益合計 138

特別損失

固定資産除却損 72

リース解約損 28

その他 16

特別損失合計 117

税金等調整前四半期純利益 314

法人税、住民税及び事業税 100

法人税等調整額 108

法人税等合計 208

少数株主利益 9

四半期純利益 96
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 3,883

売上原価 2,949

売上総利益 933

販売費及び一般管理費 ※１
 640

営業利益 292

営業外収益

受取利息 0

債務取崩益 1

その他 7

営業外収益合計 9

営業外費用

支払利息 85

持分法による投資損失 0

その他 17

営業外費用合計 103

経常利益 198

特別利益

固定資産売却益 24

特別利益合計 24

特別損失

固定資産除却損 3

リース解約損 9

その他 1

特別損失合計 14

税金等調整前四半期純利益 208

法人税、住民税及び事業税 39

法人税等調整額 69

法人税等合計 109

少数株主利益 0

四半期純利益 98
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 314

減価償却費 834

のれん償却額 72

貸倒引当金の増減額（△は減少） △43

受取利息及び受取配当金 △6

処分場閉鎖引当金の増減額（△は減少） 1

支払利息 280

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24

固定資産売却損益（△は益） △55

固定資産除却損 72

デリバティブ評価損益（△は益） △2

投資有価証券評価損益（△は益） 1

売上債権の増減額（△は増加） 446

たな卸資産の増減額（△は増加） △20

仕入債務の増減額（△は減少） △10

繰延資産の増減額（△は増加） △17

未払消費税等の増減額（△は減少） △294

未払金の増減額（△は減少） △109

その他 272

小計 1,761

利息及び配当金の受取額 6

利息の支払額 △249

法人税等の支払額 △716

営業活動によるキャッシュ・フロー 801

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付けによる支出 △20

長期貸付金の回収による収入 2

定期預金の預入による支出 △68

定期預金の払戻による収入 267

有形固定資産の取得による支出 △1,064

有形固定資産の売却による収入 401

投資有価証券の取得による支出 △2

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,125

その他 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,626
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(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 395

短期借入金の返済による支出 △196

長期借入れによる収入 4,090

長期借入金の返済による支出 △4,085

長期未払金の返済による支出 △78

社債の償還による支出 △150

株式の発行による収入 40

少数株主からの払込みによる収入 50

配当金の支払額 △102

少数株主への配当金の支払額 △5

その他 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー △54

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △878

現金及び現金同等物の期首残高 3,641

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 7

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,770
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲の変更

平成20年４月23日の株式取得に伴い株式会社池田商店を、平成20年６月18日の会社設立に伴い株式

会社グリーンアローズ関東を第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。また、第２

四半期連結会計期間より重要性が増したため株式会社門前クリーンパークを連結の範囲に含めまし

た。

平成20年10月１日に株式取得いたしました環境保全株式会社を当第３四半期連結会計期間より連

結の範囲に含めております。

 

２　会計処理基準に関する事項の変更

　(１)たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

たな卸資産については、貯蔵品については最終仕入原価法、仕掛品については総平均法による原価

法によっていましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準第９号　平成18年７月５日)が適用されたこと及び金額的重要性が増してきたことに伴い、貯蔵

品については先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法)、仕掛品については総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)により算定しております。

　これによる四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。

 

　(２)リース取引に関する会計基準等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日

(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成

19年３月30日改正))が平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を

適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産の減価償却方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

この方法による総資産及び損益への影響は軽微であります。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理を引き続き採用しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

　減価償却費について、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分し
て算定する方法によっています。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況
に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度で使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを
利用する方法によっています。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間　(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

耐用年数の変更

　当社及び連結子会社は、平成20年度の法人税法改正を契機に有形固定資産の耐用年数を見直し、第１四半期連
結会計期間より、機械装置の耐用年数を主として17年から12年に変更しています。
　この方法による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響
は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 6,561百万円

 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 5,908百万円

 

※２　たな卸資産

製品 0百万円

仕掛品 22百万円

貯蔵品 215百万円

計 239百万円

 

※２　たな卸資産

製品 0百万円

仕掛品 26百万円

貯蔵品 185百万円

計 211百万円

 

３　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
に対して次のとおり債務保証を行っております。

３　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
に対して次のとおり債務保証を行っております。

保証債務

㈱市原ニューエナジー 260百万円

計 260百万円

 

保証債務

㈱市原ニューエナジー 270百万円

計 270百万円

 

※４　手形割引及び裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 2百万円

 

※４　手形割引及び裏書譲渡高

受取手形割引高 22百万円

 

※５　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ
いては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。
　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日
満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて
おります。

受取手形 5百万円

※５

─────────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

役員報酬 189百万円

給与手当 732百万円

福利厚生費 128百万円

退職給付費用 61百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円

のれん償却額 72百万円

 

　

第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

役員報酬 56百万円

給与手当 232百万円

福利厚生費 39百万円

退職給付費用 30百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

のれん償却額 26百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

現金及び預金 3,488百万円

預入期間３ヵ月超の定期預金 △718百万円

現金及び現金同等物 2,770百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式　(株) 5,179,200

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式　(株) 200

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 76 15.00平成20年３月31日平成20年６月27日利益剰余金

平成20年10月30日
取締役会

普通株式 25 5.00平成20年９月30日平成20年12月11日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企

業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正）適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結

会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載

しておりません。

　

　
(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累

計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

当社及び連結子会社の事業は環境ソリューション事業の単一事業であります。従いまして、開示対象と

なるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累

計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累

計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

1,856円64銭

　

1,873円64銭
　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 9,797 9,692

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 9,615 9,597

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 181 95

　（うち少数株主持分）（百万円） (181) (95)

期末の普通株式の数（株） 5,179,000 5,122,200

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 18円76銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益

17円74銭
　

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項　　目

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 96

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 96

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 5,152,480

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数（株） 295,996

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

―
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 19円14銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益

18円90銭
　

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項　　目

当３第四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 98

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 98

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 5,167,900

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数（株） 65,846

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

 

―
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(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２【その他】

第33期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年10月30日開催の

取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　         25百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　          5円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 平成20年12月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

株式会社　タケエイ

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　横　井　直　人　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　野　純　司　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社タケエイの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タケエイ及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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